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フェアトレード市場（小売換算）は、二〇〇〇年から二〇〇四年の間、平均成長率二〇％の割合で増加し、二 ・六億ユーロから六 ・ 六億ユーロとほぼ二 ・ 五倍に拡大したことが報告された。引き続き発表され今回の報告書では、欧州におけるフェアトレード市場（小売換算）は、二〇〇七年には二〇〇五年の二 ・ 五倍にあたる一六 ・ 九九億
ユーロとなり、この間、年平均の成長率は三〇％を超えていることを示した。フェアトレード市場は二〇〇四年以降も堅実な伸びを見せていることを印象づけたのである。
　フェアトレードと一言にいってもさまざ
まな形態がある。国際協力ＮＧＯが途上国の支援先で生産された農産品や手工芸品をフェアトレードとして販売する形態や、途上国の生産者団体と先進国の小売・輸入団体が国際ネッ ワ ク 組んで 形態、フェアトレード基準を策定しそ に合致した生産品にフェアトレードラベルを添付して販売する形態などがある。
　図１に二〇〇〇年から二〇〇七年の欧州






































































知られるフェアトレードカンパニーとネパリバザーロの二団体が加盟している。加盟団体はＩＦＡＴのマークを使用することができるが、マ クは組織に対して付与されるものであり、商品へ 添付は認められていなかった（写真１） 。
　そのＩＦＡＴが、ＦＬＯに続き、商品に


























































































































































と比較し、いまだ小さいといわれている。拓殖大学の長坂寿久教授は著書『日本のフェアトレード』の中で、二〇〇七年時点の日本のフェアトレード市場を七〇億円と推計した。一人当たりのフェアトレード商品購入額では年間五八円程度となる。ＤＡＷＳ（二〇〇八年）によると 一人当たりのフェアトレード商品購入額（ＦＬＯ認証のみ）は英国で一一 ・五七ユーロ（一ユーロ一三〇円換算で一五〇四円 、スイスで二一 ・〇六ユーロ（同二七三八円）とな 、日本の市場規模が欧州に比べ極めて小さいことが分かる。日本でフェアトレードの先駆けとなった第三世界ショップができたのは一九八六年で、ＦＬＯのメンバーであるトランスフェアジャパン（現（特活）フェアトレード・ラベル・ジャパン）が設立されたのが一九九三年である。日本にフェアトレードという概念がもたらされた は州に比べそれほど遅くはないことを考慮すると、日本のフェアトレード市場 成長は極めて遅い印象を受ける。しかし、 こ数年で日本においても新たな動きがでてきている。
　チョコレボ実行委員会は、日本で初めて
フェアトレードの本格的な定量調査を実施した。二〇〇七年に実施された調査では、最近の二年間でフェアトレード認知者が倍以上になっ ことを示した。また、二〇〇八年に実施され 調査では、初めてフェアトレードの認知度が定量的に測られたが、一七 ・六％と関係者の予想を上回る高い値となった。
　二〇〇八年は、ハンバーガーチェーンの
ウェンディーズが全店でフェアトレードコーヒーの販売を展開したり、コンビニエンスストアのミニストップが全店でトレードチョコレートやドライフルーツを販売するなど、フェアトレードがより一般の人の目に触れるようになった。 ま 、 フェアトレードに関する書籍が数多く出版されテレビなど メディアでフェアトレー が取り上げられる機会が増えたことなど、認知率が上昇する要因はいくつか考えることができる。 欧米 ように、 日本におけるフェアトレード 一過性ではない盛り上がりをみせ、日本の消費者がより途上国の生産者に関心を持ち積極的にフェアトレード商品を選ぶようになることを期待する。
（いけがや 　ふみこ／（株）かいはつマネジメント ・ コンサルティング （フェアトレードスタイル（
http://w
w
w
.
fairtrade-net.org ）管理人） ）
写真３
スリランカのFLO認証を取得した紅茶園では、FLO
のPBUの支援により、現地のコンサルタントが年に
数回生産者組織を訪問し、紅茶園の経営者や従業員
に対して、年間計画の策定やフェアトレード奨励金
の用途などに関するワークショップを行っている。
写真は支援のもと作成された年間計画表
